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さざなみネットは、滋賀銀行従業員組合および同・

年金者部会と合同で、１月２２日大津市内において、

「２０１３年合同旗びらき」を開催しました。それぞ

れの役員１５人が、さざなみネットからは５人が参加

しました。

中島滋賀従組委員長は「昨年末に誕生した安倍政権

は、憲法改悪・消費税増税・ＴＰＰ参加などを進めよ

うとしているが、それらは私たちが望む政策とは異なっ

ている。先週北海道地協の旗開きと春闘学習会に行っ

てきたが、会場の向かいで原発ゼロの集会が行われて

いた。この行動は市民参加型の全国的な行動で、組合

運動にも方向性を示している。私たちも政策を提言し

対話していきたい。大事な年になるのでさらなるご支

援・ご協力を」と挨拶しました。

三橋年金者部会世話人の音頭で乾杯の後、参加者は

新しい年への決意などを、食事をしながら交流し、今

年の健康と要求実現に向け奮闘することを誓い合いま

した。

最後に浦谷さざなみネット分会長は「厳しい情勢で

はあるが、新たな芽が出て来ている。この1年間、ね

ばり強くともにがんばろう」とあいさつし閉会しまし

た。

岩波 美智子さん 画

金融ユニオン
「職場と生活アンケート」集計結果

春闘賃上げ要求額
平均１６,９１２円
「職場と生活アンケート」にご協力いただきありがとうござ

いました。「あなたは、春闘でどのくらいの賃金引き上げを要

求しますか」の質問に対し、「１万円」および「２万円」をそ

れぞれ３３％、「３万円」

を１２％、「５千円」を

１１％の仲間がが選びま

した。（右図）

平均要求額は、１６,９

１２円となりました。

春闘要求討議促進月間

に間もなく入ります。ア

ンケート結果などにより、

職場から要求作りを進め、

賃上げで暮らしと経済を

立て直しましょう。



【談話】身勝手な財界主張への批判と反撃を強めよう
2013年版「経営労働政策委員会報告」に対する談話

１月２１日に経団連は、「２０１３年版 経営労働政策委員会報告」（経労委報告）を発表した。

「活力ある未来に向けて～労使一体となって危機に立ち向かう～」と題された経労委報告は、製造業大企業

などの国際競争力強化のために労働者、国民のくらしや地域経済を壊し続けたことへの反省なしに日本経済の

危機を煽り、企業への「従属」を労働組合に迫るという身勝手な主張に貫かれている。全労連は、そのような

経労委報告に厳しく対立する立場で、批判と反撃を強める。

経労委報告の主要な問題点は以下の点である。

第一に、年収２００万円にもみたない賃金で働かされる労働者が１０００万人を

こえ続けている貧困化の深刻な実態や、２０１１年だけでも２万５０００件を超え

て廃業するという中小企業経営の困難さには一切言及していない。

日本銀行の調査でも、２０１２年９月末時点で、民間企業（金融機関を除く）が持つ金融資産は７２９兆円

もの巨額にのぼり、その内の２１５兆円（２７.５％）が現預金が占めている。このような異常な「カネ余り」

状態には一言も触れずに、企業の事業活動の厳しさを強調することに同意などできるはずはない。

第二に、日本経済の状況を「長年にわたるデフレ下の停滞」とし、その一例として名目ＧＤＰが１９９７年

比で５０兆円以上も低下したことに言及する。しかし同時期に、民間企業の労働者に支払われた賃金総額が約

２５兆円も低下し、個人消費が落ち込んだことには全く触れていない。そればかりか、個人消費が落ち込んだ

理由を「国民の将来に対する不安」だけに求めている。

企業経営を圧迫するとして「２０３０年代の原発稼働ゼロ」をめざすとする政府決定の見直しを求めている。

そこには、目先の経済効率を追求して安全対策を軽視し、福島原発事故を引き起こした日本が企業経営への反

省は微塵もない。

経労委報告が身勝手な利潤追求の塊で、破廉恥で無反省な財界の傲慢な姿勢に貫

かれていることは、この二つの例だけでも明らかである。

第三に、政府に対し、「就業規則の不利益変更ルールの透明化」、「自律的労働

時間管理を可能とする仕組み導入などの労働時間制度改革」、「最低賃金決定にか

かわる雇用戦力対話の抜本的見直し」など労働法制の規制緩和を求めている。雇用の流動化をさらに加速し、

最低労働条件規制を底抜けさせるこれらの主張には断固反対する。

また、２０１３年春闘への対応では、「付加価値の配分を設備投資など企業維持に必要な部分を優先して確

保」し、その上で総額人件費を「適切に管理する」ことを強調している。労働者の現状をふまえれば、この姿

勢を改め、雇用の安定と賃金改善こそ優先すべきである。

「ベースアップは実施する余地はない」、「定期昇給の実施時期の延期や凍結について協議せざるを得ない」

など、賃金引き下げ、抑制の姿勢は改めるよう強く求める。

第四に、「非正規労働者の処遇、とりわけ賃金は、労働市場の需給関係の影響を受けることをふまえる必要

がある」とし、正社員と非正規労働者を差別して取り扱うことを当然のように主張している。このような雇用

形態による差別扱いこそ、今の日本社会を覆う閉塞感や、労働者の分断と対立を煽る大本にある主張である。

社会的正義にも、憲法が定める基本的人権にももとり、国民経済の健全な発展を阻害する経営委報告の不当性

を象徴する記述として厳しく指弾する。

２０１３年１月２２日
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